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Ⅰ 大分市の地域福祉を取り巻く状況 

１ 統計データでみる大分市の状況 

（１）人口の状況 

①人口の推移 

本市の人口は僅かではあるものの、年々増え続けていましたが、人口減少局面に入りま

した。 

  

②世帯人員の推移 

世帯数は増え続けていますが、一世帯当たりの世帯人員は減少傾向にあります。 

出典：住民基本台帳各年９月末より 

出典：住民基本台帳各年９月末より 
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 ③人口ピラミッドの推移 

    総人口の減少や少子高齢化の進展に伴い、年少人口（１５歳未満）を含む若い世代の人

口が減少し、人口ピラミッドは「壺型」に向かっていくものと考えられます。 

 

    令和２（２０２０）年 

20 10 0 10 20

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男

女

 

 

    令和２７（２０４５）年 

 

 

  

 

 

（千人） 

（千人） 

出典：住民基本台帳各年９月末より 

※２０２０(令和２)年の総人口は総務省統計局「国勢調査」 

※２０４５(令和２７)年の総人口は国立社会保障・人口問題研究所推計 
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（２）高齢者の状況 

①高齢化率の推移 

本市における６５歳以上の高齢者人口は、令和５年９月末現在１３４，７３２人で高齢

化率は２８．４％となっています。 

 介護保険制度が創設された平成１２年９月末（高齢者人口６２，２３１人、高齢化率  

１４．２％）と比較すると、高齢者人口は２倍以上に増え、高齢化率は１４．２ポイント

の増加となっています。 

 

              （人） 

  令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

総人口 475,085 473,169 472,933 472,697 472,461 472,225 

年少人口（0-14 歳） 61,959 61,981 61,571 61,167 60,766 60,367 

生産年齢人口（15-64 歳） 278,394 274,362 272,308 270,174 267,999 265,783 

高齢者人口（65 歳以上） 134,732 136,826 139,054 141,356 143,696 146,075 

再掲 
前期高齢者（65-74 歳） 64,255 60,614 59,237 57,992 56,773 55,580 

後期高齢者（75 以上） 70,477 76,212 79,817 83,364 86,923 90,495 

高齢化率 28.4% 28.9% 29.4% 29.9% 30.4% 30.9% 

    ※令和 5 年度は実績（大分市の統計数値９月）、令和 6 年度以降は推計値 

 

②要介護者・要支援者の推移 

    要介護・要支援認定者数は年々増加してきており、今後も増加していくものと推計され 

ます。 

                                     （人） 

 

出典：大分市高齢者福祉計画及び第８期大分市介護保険事業計画より 

（※策定中の第９期計画にて数値確定後グラフ差し替え） 4



 
 

（３）障がい者の状況 

①身体障害者手帳所持者数の推移（等級別） 

    所持者数は、ほぼ横ばいとなっており、等級別にみると、全体のおよそ３７％が重度障

がい（１級、２級）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②療育手帳所持者数の推移（程度別） 

    所持者数は年々増加しており、程度別にみると、軽度障がい（Ｂ２）が最も多くなっ 

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第７期大分市障害福祉計画・第３期大分市障害児福祉計画より（※策定中） 

出典：第７期大分市障害福祉計画・第３期大分市障害児福祉計画より（※策定中） 
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③精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（等級別） 

  手帳の所持者数は年々増加しており、等級別にみると２級が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④障害福祉サービス等支給決定者数の推移 

    令和元（２０１９）年度と令和４（２０２２）年度を比較すると、障害福祉サービス 

   等支給決定者数は約１．１８倍の増加となっています。 

 

R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 

身体障がい者 
人数 1,326 1,418 1,401 1,448 

前年比 － 106.9% 98.8% 103.4% 

知的障がい者 
人数 2,109 1,996 2,019 2,005 

前年比 － 94.6% 101.2% 99.3% 

精神障がい者 
人数 1,600 1,694 1,783 1,915 

前年比 － 105.9% 105.3% 107.4% 

難病患者 
人数 35 38 40 51 

前年比 － 108.6% 105.3% 127.5% 

障がい児 
人数 1,525 1,953 2,223 2,364 

前年比 － 128.1% 113.8% 106.3% 

合計 
人数 6,595 7,099 7,466 7,783 

前年比 － 107.6% 105.2% 104.2% 

各年度 3 月末現在 

 

 

 

 

出典：第７期大分市障害福祉計画・第３期大分市障害児福祉計画より（※策定中） 

出典：第７期大分市障害福祉計画・第３期大分市障害児福祉計画より（※策定中） 
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（４）子どもの状況 

①出生率・合計特殊出生率の推移（大分市より） 

本市の出生数は、近年では減少傾向にあります。また、本市の合計特殊出生率は、２０

０５（平成１７）年の１.３３以降上昇傾向にありましたが、再び減少に転じており、２０

２１（令和３）年は１.５２となっています。 

 なお、本市の合計特殊出生率は、大分県の合計特殊出生率より低い水準で推移するもの 

の、全国の合計特殊出生率を上回っています。 

 

 

属性 1965 1975 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2021

合計特殊出生率（国） 2.14 1.91 1.76 1.54 1.42 1.36 1.28 1.39 1.45 1.33 1.30

合計特殊出生率（大分県） 2.07 1.93 1.78 1.58 1.55 1.51 1.40 1.56 1.59 1.55 1.54

合計特殊出生率（大分市） 1.48 1.46 1.48 1.33 1.51 1.56 1.54 1.52

出生数（人）（大分市） 4,373 6,362 5,322 4,243 4,548 4,720 4,249 4,596 4,327 3,737 3,695

※1985年以前の合計特殊出生率については、該当するデータなし  

出典：大分市「大分市統計年鑑」、厚生労働省「人口動態統計」、大分市保健所 

※ 合計特殊出生率とは、15 歳から 49 歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、1 人の女子が仮にその年次の年齢別

出生率で一生の間に産むとしたときの子どもの数に相当します。 

 

 

②児童扶養手当の受給者数（大分市の福祉と保健より） 

     受給者数は減少傾向にあります。 

 

年度 
Ｈ25 

（2013） 

Ｈ26 

（2014） 

Ｈ27 

（2015） 

Ｈ28 

（2016） 

Ｈ29 

（2017） 

Ｈ30 

（2018） 

Ｒ元 

（2019） 

Ｒ2 

（2020） 

Ｒ3 

（2021） 

Ｒ4  

（2022） 

受給者数 4,833 4,800 4,739 4,625 4,512 4,374 4,212 4,086 4,034 3,867 

 

（年） 

出典：「大分市の福祉と保健」より 
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（５）生活困窮世帯の状況 

①生活保護受給世帯数等の推移 

     生活保護受給者数（被保護人員）、受給世帯数（被保護世帯数）はともに平成８ 

（１９９６）年度以降増加していましたが、近年は、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

②生活困窮者自立支援制度における支援状況 

  新型コロナウイルス感染症に伴い、まん延防止等重点措置が講じられたことなどから、一

時的に急激な伸びが見られました。近年は落ち着きを取り戻しつつありますが、依然として

高水準にあります。 

年度 
Ｈ30 

（2018） 

Ｒ１ 

（2019） 

Ｒ2 

（2020） 

Ｒ3 

（2021） 

Ｒ4 

（2022） 

新規相談件数 956 1,234 6,333 5,466 1,722 

 

出典：「大分市の福祉と保健」より 

出典：「大分市の福祉と保健」より 
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（６）地域の状況 

①民生委員・児童委員の定数及び年間活動日数の推移 

   平成７（１９９５）年と令和４（２０２２）年を比較すると、定数は約５３％増加し、 

年間活動日数は約２６％増加しています。 

   

改選期 
H7 

（1995） 

H10 

（1998） 

H13 

（2001） 

H16 

（2004） 

H19 

（2007） 

H22 

（2010） 

H25 

（2013） 

H28 

（2016） 

Ｒ１ 

（2019）

Ｒ4 

（2022）

定数

（人） 
589 676 695 711 792 810 845 865 886 899 

改選は１２月１日 

 

 

 

H7 

（1995） 

H10 

（1998） 

H13 

（2001） 

H16 

（2004） 

H19 

（2007） 

H22 

（2010） 

H25 

（2013） 

H28 

（2016） 

Ｒ１ 

（2019） 

Ｒ4 

（2022）

年間 

活動 

日数  

112,786 113,625 131,517 124,343 125,810 143,937 147,994 152,706 149,786 141,572 

平均 

活動 

日数 

191 168 189 175 159 178 175 177 169 157 

    年間活動日数・・・全委員の延べ日数 

    平均活動日数・・・委員一人当たりの平均 

 

②大分市ボランティアセンターへのボランティア登録数の推移 

  平成３０（２０１８）年度から令和４（２０２２）年度の間、団体登録数はほぼ横ばいです 

が、個人登録数は平成３０（２０１８）年度からは増加しています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：市社協より 

出典：福祉保健課より 
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③地域ふれあいサロン（高齢者サロン）数、参加者数の推移 

高齢者サロン数および登録者数は、平成３０（２０１８）年度から令和４（２０２２）年度

の間は減少傾向にあります。 

 

 

 

 

④ふれあい・いきいきサロン（子育てサロン）数、参加者数の推移 

 平成３０（２０１８）年度以降はサロン数は増加していますが、参加者数が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

出典：市社協より 

出典：市社協より 
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⑤地域包括支援センター設置数及び相談件数の推移（長寿福祉課より） 

   高齢者人口（※）の増加に伴い、相談件数も増加傾向にあります。 

   （※）高齢化率の推移を参照（  ページ） 

   

年度 
Ｈ30 

（2018） 

Ｒ１ 

（2019） 

Ｒ2 

（2020） 

Ｒ3 

（2021） 

Ｒ4 

（2022） 

設置数 23 23 23 23 23 

相談件数 56,544 55,243 61,931 65,814 69,305 

 

 

⑥障がい者相談支援事業所への相談者数の推移 

   障害福祉サービス等支給決定者数の増加に伴い、相談者数も増加しています。 

（※）障害福祉サービス等支給決定者数の推移を参照（  ページ） 

年度 
Ｈ30 

（2018） 

Ｒ1 

（2019） 

Ｒ2 

（2020） 

Ｒ3 

（2021） 

Ｒ4 

（2022） 

相談者数 20,080 21,105 24,993 28,395 29,167 

 

 

⑦児童虐待に関する相談件数の推移 

     平成３０（２０１８）年度まではほぼ横ばいで推移してきましたが、近年は、増加傾向に

あります。 

 

年度 
H30 

（2018） 

Ｒ１ 

（2019） 

Ｒ2 

（2020） 

Ｒ3 

（2021） 

Ｒ4 

（2022） 

相談受付件数 838 1,012 919 1,111 1,531 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：長寿福祉課より 

出典：障害福祉課より 

出典：子ども家庭支援センターより 
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（７）成年後見制度における取り組み実績 

大分市成年後見センターにおける実績  

① 相談件数   

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

認知症高齢者 １７１ ８０ １５９ １７６ 

知的障がい者 ４５ ３０ ３０ ２６ 

精神障がい者 ５２ ２０ ５３ ５３ 

その他 ９６ １４９ １３９ １５６ 

合計 ３６４ ２７９ ３８１ ４１１ 

 

② 相談内容 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

成年後見制度関連 １６７ １３４ ２５３ ２７４ 

任意後見制度関連 ４３ １０ ３１ ３５ 

申立関連 １４４ ６５ １１９ １０６ 

市長申立関連 ２９ １２ ２０ ２０ 

報酬付与関連 １６    ５     ３     ２ 

市民後見人関連    ２    ０     １     ０ 

関係機関との連携    ３    ２     ３     ４ 

視察の受け入れ    ０    ０     ０     ０ 

運営委員会関連    ０    ０     １     １ 

法人後見関連    ５    ３     １     １ 

法人後見支援員関連    ６    ２     ２     ２ 

支援内容関連 ４５ １４ ２２ ２１ 

その他 １２１ ７７ ５１ ８７ 

合計 ５８１ ３２４ ５０７ ５５３ 

 

③ 受任調整件数 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

後見類型     ７     ８ １２ ２５ 

保佐類型     ３     ４     ２     ８ 

補助類型     ７ ２       ２     ４ 

  合計 １７ １４ １６ ３７ 
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④ 後見人支援（市民後見人養成講座実施実績） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

申込者数 ２１    ８ １０ ２４（内７名由布市） 

a新規受講修了者 １６    ６    ６ ２２（内６名由布市） 

b 補講受講修了者 

（過年度受講者含む） 

   ０    ０ １７      １ 

養成者合計 （a+b） １６    ６ ２３ ２３ 

 

⑤ 大分市成年後見センターによる普及啓発活動実績（令和元年度～令和４年度） 

講演会実施 合計 ４回（参加人数合計３０７名） 

講師派遣 合計２３回 

広報活動 普及啓発展示（ホルトホール）、チラシ配布 等 

 

その他実績 

① 市長申立実績 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

１０ １９      ７ １７ 

 

② 報酬助成実績  

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

報酬助成件数   ４   ３   ７ １５ 

（内 成年後見等市長申立分）   ４   ３   ６   ４ 
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（８）再犯の防止に関する参考資料 

大分県内での犯罪情勢 

①大分県内での刑法犯認知件数 

 大分県内での刑法犯認知件数は、減少傾向にあります。 

 

 

②大分県内での刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率 

 再犯者数、再犯者率ともに令和２年から増加していましたが、令和４年は減少に転じました。 

 
 

 

※統計データについては本計画策定時点で最も新しいデータを掲載しましたが、調査実施主体

や更新時期が異なることから、最新年度などに違いがあります。 

出典：「再犯防止推進計画指標の都道府県別データ」（法務省福岡矯正管区）

出典：「犯罪統計書」（大分県警察本部） 
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２ 地域の暮らしと福祉に関する大分市民意識調査結果 

【調査の概要】 

  本計画を策定するにあたり、大分市民の地域福祉に関する意識を把握するため、「地

域の暮らしと福祉に関する大分市民意識調査」を実施しました。調査結果の概要は下記

のとおりです。 

 

調査対象 市内に在住する１８歳以上の男女３，６００名を無作為抽出 

調査期間 令和 4（２０２２）年 6 月 24 日から令和 4（２０２２）年 7 月 29 日 

調査方法 郵送による配布・回収およびインターネットを利用した回答 

回答者数 1,788 名（49.7%） 

調査協力者 大分大学経済学部 教授 豊島慎一郎 

 

【調査項目】 

①近所づきあいの程度について 

②居住地域についての考えについて 

③地域意識について 

④地域の人にしてほしい手助け、自分ができる手助け 

⑤地域で手助けは誰にしてほしいか 

⑥支援を求める意識と支援を求められた場合の対応 

⑦困ったときの相談先 

⑧地域で足りないと感じているもの 

⑨地域活動への参加経験 

⑩参加したことのある地域活動 

⑪最近一年間の地域活動への参加頻度について 

⑫地域福祉活動への参加理由、不参加理由 

⑬不安や困りごと 

⑭災害に対する備えについて 

⑮災害のために住民が行う日頃からの準備 
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① 近所づきあいの程度について 

 

・「顔が合えばあいさつを交わす人はいる」の割合が最も高く、約 36.4%、一方で「ほ

とんど付き合いがない」が約 10.2%となっている。 

 

 

【過去との比較】 

 

 

・「あいさつする人あり」の割合が増加しているが、「助け合う人あり」「訪問し合う人あ

り」は減少している。また、「付き合いなし」の割合が一貫して増加傾向にあったが、

22 年調査では減少となっている。 

 

 

 

 

 

 

361人

20.2%

106人

5.9%

453人

25.3%

650人

36.4%

182人

10.2%

36人

2.0%

何か困った時に助け合う親しい人がいる

互いに訪問しあう人はいる

立ち話をする人はいる

顔が合えばあいさつを交わす人はいる

ほとんど付き合いがない

無回答

27.6

30.4 27.5

21.7
20.6

15.8

13

9.9
6.7

6.1

33.6

26.2

26.9

23.4

25.9

15.8

22 24.7

34.8 37.1

5.6
8.4

11 13.4

10.4

0

5

10

15

20

25

30

35

40

02年調査 08年調査 13年調査 17年調査 22年調査

％

助け合う人あり

訪問し合う人あり

立ち話する人あり

あいさつする人あり

付き合いなし
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② 居住地域についての考えについて 

 

 

 

・この地域が好きとの問いに対し、肯定的な意見の割合が約 78.6％、この地域のため

になることをして、役に立ちたいとの問いに対し、肯定的な意見は約 51.3％となっ

ている。 

 

 

③ 地域意識について 

 

 

・地域意識については、地域貢献意識以外は回答者の 7 割程度が肯定的な回答をして

いる。 

 

 

 

 

 

 

726

737

295

654

562

594

304

319

653

43

67

100

30

64

92

31

39

54

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800

この地域が好きである

事情が許せば、ずっと

この地域に住み続けたい

この地域のためになることを

して、役に立ちたい

そう思う どちらかと言えば

そう思う

どちらとも

いえない

どちらかといえば

そう思わない

そう思わない 無回答

28.5

28.5

17.0

42.1

41.3

42.0

44.0

34.4

32.1

37.2

25.8

24.8

37.7

18.2

17.3

2.1

1.5

5.8

3.8

2.4

1.5

1.2

5.3

3.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画への住⺠参加

住⺠と⾏政の協働

地域貢献

定住意識

地域愛着 思う

どちらかといえば思う

どちらともいえない

どちらかといえば思わない

思わない

17.01% 34.26% 37.66% 5.77

% 

5.31% 

42.14% 32.13% 18.24% 3.83% 

41.32% 37.22% 17.30% 2.45% 

17



【過去との比較】 

 

 

・17 年調査までは「地域に住み続けたい」「地域が好きである」「行政とともに課題解決に

取り組むべき」の割合は一貫して減少傾向にあったが、22 年調査では増加に転じてい

る。 

 

 

 

④ 地域の人にしてほしい手助け、自分ができる手助け 

                             （複数回答） 

 
 

 

・「安否確認や見守り」と「災害避難」の回答数が全体的に多くなっている。 

・「送迎」「軽易な家事援助」「弁当の配食」は、地域に必要な支援の割合が大きくなっ

ている。 

 

77.2 75.3

74.9

78.5

67.8

63.5

51.7 51.4

79.4

73.4

73 72.5

82.6 78.1

66.9

70.5

45

50

55

60

65

70

75

80

85

08年調査 13年調査 17年調査 22年調査

%

地域に住み続けたい

地域が好きである

地域の役に立ちたい

計画立案策定から住民

は参加すべき

行政とともに課題解決

に取り組むべき

40

108

150

269

326

489

631

681

918

948

61

131

163

211

222

271

434

443

713

1070

0 500 1000 1500

そのほか

わからない

とくにない

短時間の子どもの預かり

訪問などによる話し相手

お弁当の配食

軽易な家事援助、買い物の手伝い

通院など外出するときの送迎

災害時の避難の手助け

安否確認や見守り

自分ができる手助け

地域の人にしてほしい手助け

74.2 

66.4 

74.8 

76.9 
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⑤ 地域で手助けは誰にしてほしいか 

 
・「ボランティアや NPO」が 27.7％、「知人・友人」が 26.1%、「となり近所」が

20.8%の割合となっている。 

 

 

⑥ 支援を求める意識と支援を求められた場合の対応 

 

 

・困ったときに「手助けを求めたいが遠慮してしまう」「手助けを求められない」が約

65.4％となっており、一方で手助けが必要な人がいたときに「自分から積極的に手

助けする」、「相手から求められれば手助けをする」が約 81％となっている。 

 

 

 

548人

20.8%

689人

26.1%470人

17.8%

126人

4.8%

729人

27.7%

74人

2.8%
となり近所の人

知人・友人

民生委員・児童委員

自治会長

ボランティアやNPO

そのほか

176人（11.7%）

253人（16.8%）

344人 （22.9％）

732人（ 48.6%）

0 100 200 300 400 500 600 700 800

わからない

手助けを求められない

手助けを求めることができる

手助けを求めたいが、遠慮してしまう

◆支援を求める側

16人（1.2%）

25人（1.9%）

205人（15.7%）

209人（15.9%）

857人（65.3%）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

わからない

自分からは積極的に手助けをしない

自分から積極的に手助けをする

手助けしたい気持ちはあるが、なかなかできない

相手から直接もとめられれば手助けをする

◆支援をする側

19



【近隣関係と支援への意識】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・17 年調査と同様、「助け合う人あり」と回答した人のうち、半数以上が隣近所の人に

手助けを求めることができる意識をもっている。なお、「訪問し合う人あり」と回答

した人に関しては、17 年調査の 5 割弱から 3 割弱に減少した一方、「遠慮してしま

う」と回答した人は 4 割強から約 6 割に増加している。 

 

 

⑦ 困ったときの相談先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・困ったときの相談先として、「家族・親族」「知人・友人」など身近な人の割合が多数と

なっているが、身近な人以外では「市役所・保健所の窓口」や「地域包括支援センタ

ー」などの相談機関が続いている。また、「相談できる人はいない」の回答がある。 

 

 

 

 

 

4.2

10.5

17.6

29.5

56.5

47.3

41.7

52.9

56.0

59.1

33.0

43.0 

34.7

21.3

14.9

9.1

5.4

7.5

19.4

15.3

11.5

2.3

5.1

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

付き合いなし(144人)

あいさつする人あり(544人)

立ち話する人あり(391人)

訪問し合う人あり(88人)

助け合う人あり(315人)

参考：訪問し合う人あり（17年調査）

求めることができる 遠慮してしまう もとめない わからない

0.4%

0.9%

1.0%

1.2%

1.3%

1.9%

3.0%

3.4%

3.6%

4.4%

5.7%

5.8%

9.2%

16.3%

17.7%

24.2%

そのほか

社会福祉協議会

学校や幼稚園、保育所（園）の先生

相談できる人はいない

自治会長

民生委員・児童委員

どこに相談したらよいかわからない

福祉サービスの事業所

となり近所の人

地域包括支援センター

医療機関（医師、看護師など）や薬局

市役所、保健所の窓口

別居（市外にいる）の家族・親族

知人・友人

別居（市内にいる）の家族・親族

同居の家族・親族
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⑧地域で足りないと感じているもの 

（地域生活上のニーズ） 

                                  （複数回答）  

  

・地域に足りないと感じているものの質問に、「住民同士の交流」との回答の割合が高

くなっており、続いて「身近な店」「移動手段」「地域住民による助け合い」の割合が

高くなっている。 

 

 

⑨活動への参加経験 

 

・「参加したことがない」の割合が約 50.6％と、「参加したことがある」を上回ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54人（1.7%）

147人（4.6%）

154人（4.8%）

193人（6.0%）

223人（7.0%）

241人（7.5%）

275人（8.6%）

294人（9.2%）

306人（9.5%）

337人（10.5%）

430人（13.4%）

553人（17.2%）

0 100 200 300 400 500 600

そのほか

ボランティアによる車での移動支援

身近な病院や診療所

地域での子育て支援

地域住民が気軽に集まることができる場所

地域の防犯体制

地域の防災体制

高齢者や障がい者を対象とした、地域住民による助け合い

買い物や病院などへの移動手段

食料品や日用品を買える身近な店

住民同士の交流

とくにない

88人（4.9%）

293人（16.4%）

611人（34.2%）

796人（44.5%）

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

未回答

参加したことはないが、今後は参加したい

参加したことはなく、今後も参加したいとは思わない

参加したことがある
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⑩参加したことのある地域活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「地域の環境・美化活動」「まちづくり活動」の割合が高くなっている。 

 

 

⑪最近一年間の地域活動への参加頻度について 

 

 

・「参加なし」の割合が最も高く約 70.5％、続いて「年に 1 回以下」が約 19.1%とな

っている。 

 

【過去との比較】

 

・「参加経験なし」の割合がわずかに増加した一方、「年 1 回～数回」の割合が減少して

います。また、15 年間で「月 1 回以上」の割合が減少し続けています。 

5.2%

5.2%

19.1%

70.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

年に数回参加

月に1回以上参加

年に1回以下

参加なし

14.0
15.7

12.6

10.4

37.0
33.6

27.4

19.1

49.0 50.6

66.7
70.5

0

10

20

30

40

50

60

70

80

08年調査 13年調査 17年調査 22年調査

月1回以上

年1回～数回

参加経験なし

％

25人（1.2%）

26人（1.2%）

54人（2.6%）

81人（3.9%）

87人（4.1%）

228人（10.9%）

265人（12.6%）

335人（16.0%）

433人（20.6%）

564人（26.9%）

0 100 200 300 400 500 600

とくにない

そのほか

子育て支援活動

防犯活動

高齢者や障がい者への福祉活動

スポーツ・趣味・娯楽活動

防災活動

PTA活動

まちづくり活動

地域の環境・美化活動
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⑫地域福祉活動への参加理由、不参加理由 

 

参加理由 

 

 

・「地域に住む者の義務だから」の割合が最も高く、26％、次いで「自治会など地域の 

団体の役員になっているから」で約 18.3%となっています。 

 

 

不参加理由 

 

 
 

・「忙しいから」の割合が最も高く約 21.4％、次いで「参加するきっかけがないから」

で約 14.8％となっています。 

 

 

 

57人（4.7%）

90人（7.5%）

97人（8.1%）

101人（8.4%）

143人（11.9%）

182人（15.1%）

221人（18.3%）

313人（26.0%）

0 50 100 150 200 250 300 350

参加しないと住みづらくなるから

なんとなく、昔からそうだったから

大勢で活動するのが楽しいから

時間に余裕があるから

近所の人や知り合いに誘われるから

行事や活動の内容に興味や関心があるから

自治会など地域の団体の役員になっているから

地域に住む者の義務だから

25人（1.6%）

71人（4.5%）

94人（5.9%）

138人（8.7%）

152人（9.5%）

161人（10.1%）

173人（10.8%）

203人（12.7%）

236人（14.8%）

342人（21.4%）

0 50 100 150 200 250 300 350 400

家族や職場の理解が得られないから

金銭的負担があるから

そのほか

興味がわかないから

身近に一緒に参加できる人がいないから

身近に参加したいと思う活動がないから

人づきあいが面倒だから

身近に団体や活動内容に関する情報がないから

参加するきっかけが得られないから

忙しいから
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⑬不安や困りごと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「災害が起きたときのこと」の割合が高くなっているが、続いて「親などの介護のこと」

「健康がすぐれない」「生活のための収入が足りない」「家や庭の維持管理のこと」とな

っている。 

 

 

⑭災害に対する備えについて 

                                  （多重回答）

 

・「非常持出品」「（災害用の）備蓄品」「避難場所の把握」が上位にある一方，「近隣と

の連絡方法」と「防災訓練への参加」が下位となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

788

573

743

407

57

178

441

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

非常持出品 備蓄品 避難場所の把握 家族との連絡方法 近隣との連絡方法 防災訓練への参加 とくになし

回
答

数

1.2%

2.7%

4.4%

6.3％

10.6%

11.0%

11.1%

12.2%

19.7％

20.8%

そのほか

人間関係がうまくいかない

頼れる人がいない

子どもや孫など身内のこと

家や庭の維持管理のこと

生活のための収入が足りない

健康がすぐれない

親などの介護のこと

とくにない

災害が起きたときのこと

24



⑮災害のために住民が行う日頃からの準備 

                                  （複数回答） 

 
・「避難場所の把握」が最も回答数が多く、「要支援者の把握」「連絡体制の確立」と続

いている。 

460

658

499

1044

777

95

0

200

400

600

800

1000

1200

住⺠間の交流 連絡体制の確立 避難訓練の実施 避難場所の把握 要支援者の把握 とくになし

回
答
数
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３ 地域福祉を推進する役割が期待される主な担い手 

社会福祉法（地域福祉の推進） 

第四条 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、共生す

る地域社会の実現を目指して行われなければならない。 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者（以

下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会

を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加す

る機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

 

※ 人数や数値などで時点記載がないものは令和 5（２０２３）年４月時点です。 

 

○地域住民 

住み慣れた地域社会で、自立のための努力「自助」とともに、日頃から近所づきあいや地域行事への参加

などを通じ、見守りや声かけなど「共助」の基盤となる良好なコミュニケーションを構築することが求めら

れます。 

 

○校（地）区社協 

小学校区や中学校区等を基本に、自治会、民生委員・児童委員、老人クラブ、子ども会、校区ボランティ

アなど地域住民により組織されている団体で、市社協との連携のもと、市内の４５校（地）区で地域の特性

を考慮した個性ある自主的な福祉活動（おおむね自治区単位の「小地域福祉ネットワーク活動」や「地域ふ

れあいサロン」、校区単位の「子育てサロン」や地域住民の交流行事など）を展開しています。 

 

○民生委員・児童委員 

地域の「見守り役」「身近な相談役」「専門機関へのつなぎ役」として高齢者の安否確認や見守りのための

訪問活動、高齢者、障がい者、子育て世帯などに対する福祉サービスの紹介、地域で行うサロン活動への協

力、関係機関との連携などの様々な活動に取り組んでいます。    

 

○自治会（町内会） 

令和５年１０月現在で６８５の自治区があり、おおむねそれぞれの自治区で自治会（町内会）が組織され

ています。住民に最も身近な組織として、本市が推進する地域コミュニティ再生事業の核となる組織であ

り、それぞれが自主的な独自の取り組みを展開しています。 

 

○消防団 

長い歴史と伝統に培われた組織で、郷土を愛する団員たちは、火災や自然災害などから住民の生命、身体、

財産を守るため、日夜防災活動に取り組むほか、火災の予防や防災の啓発活動、地域における行方不明高齢

者の捜索など幅広い分野で活躍しており、団員の献身的な活動は、地域の安全・安心を守るリーダーとして

大きな役割を担っています。 

 

○自主防災組織 

地域住民などの自主的な取り組みにより結成され、平常時から防災知識の普及や、避難訓練などを行い、

万が一の時に地域住民がお互いに助け合い、励まし合い、地域で災害に備えようとする組織です。 
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○社会福祉施設など 

地域における社会福祉施設などは、その施設利用者への福祉サービスの提供とともに、地域への貢献の使

命を帯びています。施設には高齢者や障がい者、認知症の人への対応など、様々な分野に精通した人材が勤

務しており、利用者をはじめとする住民の相談に応じることなどが期待されています。 

 

○ボランティア・ＮＰＯ 

市民活動に対する市民の関心が高まり、ボランティアやＮＰＯの活動も広がりを見せています。また、ボ

ランティアの存在は災害時の被災者支援や復興支援の過程において必要不可欠なものとなっているなど、

その活動は高く評価されています。 

 

○総合型地域スポーツクラブ 

地域におけるスポーツを核にした自主・自立の運営によるクラブです。スポーツに関することはもとよ

り、地域の活性化、健康づくり、高齢者の生きがいづくり、親子や家族、世代間の交流などを行っています。 

 

○子ども会 

子ども会は、地域を活動の舞台とし、異年齢の子どもたちの集団活動を通して、社会の一員として必要な

知識や技能及び態度を学ぶことのできる場となっています。また、子ども会活動は住民や団体などに支えら

れていることから、その活動は地域の絆の強化や地域ぐるみの子育てにも役立っています。 

 

○婦人会 

婦人会は、「心の通いあう地域づくり」を基本テーマに掲げ、地域との絆の必要性を再認識しながら、教

育、環境、福祉健康の３分野を中心に自己研鑽と地域活動に取り組み、誰もが安全で安心して暮らせる地域

社会の実現に努めています。 

 

○老人クラブ（老人会） 

老人クラブは、地域の任意団体で、おおむね６０歳以上の高齢者が会員となり活動しています。社会奉仕

活動、友愛訪問、健康づくり、子どもたちとの交流活動などを展開し、会員の生きがいづくりとともに、地

域コミュニティの活性化に大きく寄与しています。今後、地域にある様々な団体との連携を一層強化し、地

域福祉の重要な担い手として大きな役割を担っていくことが期待されます。 

 

○ＰＴＡ 

ＰＴＡは、児童生徒の健全育成と福祉増進を目的とする社会教育関係団体で、会員の研修と実践活動を基

礎にして、主に学校教育への協力･支援、地域社会や関係機関との連携･協力などを通して、教育環境の改善

を図るとともに生涯学習を促進し、教育の充実･向上に努めています。 

 

○おやじの会（ＰＴＡ父親部） 

おやじの会は、児童生徒の父親を中心とした保護者によって結成された任意団体で、当該校の児童生徒に

ものづくりや自然体験など、様々な体験活動を提供するとともに、学校の環境整備など、学校教育を側面か

ら支援しています。母親に責任を委ね家庭教育における存在が希薄になりがちな父親の子育て参加を促進す

るとともに、地域ぐるみの子育てに大きな役割を果たしていくことが期待されます。 
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○青少年健全育成（連絡）協議会 

「大人が変われば子どもも変わる」「地域の子どもは地域で守り育てよう」という基本理念に立ち、さま

ざまな体験活動の場を提供して、青少年の社会参画を促す事業の展開に努めるとともに、有害環境の浄化活

動や安全確保に向けた様々な取り組みを進めながら、子どもたちが心豊かに安心して暮らせる街づくりを

目指した活動を展開するなど、地域における青少年の健全な育成の中核を担っています。 

 

○大分市健康推進員 

市民の健康づくりを身近な地域で推進するため、自治会長の推薦を受け、市長から委嘱を受けた市民の方

です。地域の関係者や保健師・管理栄養士と連携を図りながら、市民健診受診率向上の取り組みや、健康づ

くりに関する知識の普及、啓発活動、地域と行政とのパイプ役などの役割を担っています。 

 

○大分市食生活改善推進協議会 

「私達の健康は私達の手で」をスローガンに、市内７支部において食を通した健康づくり活動や食育の普

及、啓発活動を地域の実情に応じて実践しているボランティア組織です。 

自分や家族の健康管理はもとより、食生活改善の料理教室、親子料理教室、高齢者のための料理教室など

を開催し、住民へ食生活改善の輪を広げ、健康づくりの担い手となっています。   

 

○クリーン推進員 

ごみの「収集日・分別の仕方・ステーションの美化対策」などの啓発や、不法投棄を発見した場合の通報・

現場の把握、また、自治会内での清掃活動などへの参加や育成などの活動を行っています。 

 

○大学などの研究機関 

大学などの研究機関は、地域の一員として行政や地域との連携を取りながら専門的知見を活かし、地域福

祉のあり方などについて調査研究し、地域社会における多様な活動を支えていくという大きな役割を担っ

ています。地域福祉をはじめ様々な課題の解決のために、行政や地域などと連携して素晴らしい研究成果を

あげていくことが期待されます。 

 

○企業・商店街・経済団体など 

地域の一員として、自らの社会的責任の一つである地域貢献の考え方を確立させるとともに、地域におけ

る福祉ニーズを営業活動に結びつけた、有償、無償のサービスを提供することが求められています。また、

高齢者や障がい者などの生きがいや社会参加意欲の創出のため、雇用などの面においても積極的に取り組

む必要があります。 

 

○保護司会 

犯罪や非行をした人が何らかの処分を受けた後に、再び過ちを犯すことなく、早期に更生できるよう手助

けする団体で、全国的な取り組みとして、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深

め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない明るい社会を築くことを目的とする「社会を明

るくする運動」を展開しています。 
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○地域包括支援センター 

高齢者が住み慣れた地域で生活を続けられるよう、高齢者の保健・医療・福祉に関する幅広い相談に応じ、

必要な助言や支援を行う総合相談窓口です。中学校区を基本とした２３圏域に設置されており、主任ケアマ

ネジャー、社会福祉士、保健師の専門職がチームを組み、地域で暮らす高齢者を支援しています。地域づく

りや地域包括ケアを進めるための地域の拠点となることが期待され、日常生活圏域におけるネットワーク

構築の推進に取り組んでいます。 
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４ 地域福祉活動の場 

 

○地区公民館 

歴史的、地理的条件や人口の推移などを考慮し、市役所が直接運営する地区公民館を設置しています。生

涯学習の拠点であるとともに地域まちづくりの拠点施設として、多くの市民に利用されています。   

 

○校区公民館 

日常生活圏域である中学校区または小学校区における市民に密着した生涯学習の拠点施設であるととも

に、校（地）区社協の活動拠点として、地域福祉推進の重要な役割を担っています。市役所では、建設費や

運営費の補助を通じて、活動のサポートをしています。 

 

○自治公民館 

顔の見える近所付き合いの中で、地域コミュニティ活動の拠点として、住民が最も気軽に使いやすい施設

であり、市役所では、建設費や運営費の補助を通じて、活動のサポートをしています。    

 

○老人いこいの家 

高齢者が地域において楽しみながら交流し、社会参加する場であり、多くの人に利用されています。    

 

○こどもルーム 

子どもたちに遊びを通して、その健康を増進し、情操を豊かにするとともに、保護者の情報交換の場、子

育てに関する相談の窓口などの機能を持つ施設です。 

 

○放課後児童クラブ 

保護者が就労などにより昼間家庭にいない児童を対象として、放課後などに適切な遊びと生活の場を提

供し、放課後児童の健全育成を図るため、地域のボランティアなどで組織する運営委員会や社会福祉法人な

どの民間事業者により運営されている施設です。市役所は運営費を補助しています。 

 

○保育所（園）、認定こども園、幼稚園 

保育所（園）は、保育を必要とする乳児・幼児を日々保護者のもとから通わせて、保育を行うことを目的 

  とする児童福祉施設です。 

認定こども園は、教育と保育を一体的に行う施設で、幼稚園と保育所の両方の良さをあわせ持ち、地域に

おける子育て支援を行う機能を備える施設です。 

幼稚園は、満３歳からの幼児の教育を行うことを目的とする学校教育施設です。 

 

○小学校・中学校・義務教育学校 

小学校・中学校・義務教育学校では、地域住民や福祉施設入所者との交流や様々な福祉体験活動が盛ん

に行われており、各校とも、特色ある取り組みを進めています。これらの活動は、将来の地域福祉活動の

担い手を育てるためには欠くことのできないものであり、子どもたちが地域コミュニティの中で成長して

いくことを自然に学ぶ貴重な機会となっています。また、小学校・中学校などの体育館は、災害時におけ

る避難所に指定されているところが多く、さらに、地域住民のスポーツ・レクリエーションの場としても

開放されています。 
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○高齢者施設 

大分市には、「特別養護老人ホーム」「介護老人保健施設」「軽費老人ホーム」「養護老人ホーム」「認知症

対応型共同生活介護（高齢者グループホーム）」などの高齢者施設があります。子どもたちをはじめとする

地域の住民が施設を訪れたり、施設の利用者や職員が、地域住民と協働して行事を開催するなど、交流を進

める中、施設利用者自らも楽しみ、子どもたちや地域住民に豊富な経験に基づいた知識ややすらぎを与える

という役割の一端も担っています。そのような交流を促進するために地域交流スペースを設置し、地域に開

放している施設もあります。 

 

○障がい者施設 

身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者に加えて、難病などにより障がいがある者を対象にした

「生活介護」「就労移行支援」などの障害福祉サービスを行う施設であり、障がいの種別や程度に応じた訓

練やサービスを受けることができます。 

  障がい者福祉の取り組みについては、障害者総合支援法の施行により、全ての障がい者が可能な限りその

身近な場所において必要な日常生活又は社会生活を営むための支援を受けられることにより、地域社会に

おいて他の人々と共生することを妨げられないこと等が求められています。このような中、これらの施設に

おいても障がい者と地域住民の双方から交流を図り、障がい者の社会参加と、地域のノーマライゼーション

を実現できるよう努めているところです。 

 

○福祉避難所 

学校や体育館などの指定避難所では避難生活が困難な高齢者や障がい者などが避難するための二次的な

避難所です。地域社会において、災害時要配慮者（高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦、外国人など）の避難

を支援することは、誰もが住み慣れた地域で安心して安全に暮らしていくために重要な課題であり、そのた

めには住民や福祉施設と市役所が協働して福祉避難所の運営などに取り組んでいく必要があります。 

 

○ホルトホール大分 

文化、福祉、健康、産業及び教育の拠点機能を複合し、有機的かつ効果的に連携させた集い・学び・憩い・

賑わい・交流の場としての施設です。 

多目的に利用できる市民ホールや市民図書館などのほか、大分市総合社会福祉保健センター内に人権啓

発センター、子育て交流センター、母子支援プラザ、シニア交流プラザ、障がい者福祉センター、健康プラ

ザや会議室、大分市社会福祉協議会をはじめとする福祉関係団体の事務室が設置されており、多くの市民に

利用されています。 

 

○コンパルホール 

子どもからお年寄りまで多くの市民が、文化活動やスポーツ活動を通じて交流し合える場所です。主催事

業として各種の文化・スポーツ教室やイベントを行っているほか、ホール、会議室、体育室等を貸し出して

おり、多くの市民に利用されています。 

 

○大分市活き活き健康プラザ潮騒・大分市多世代交流プラザ 

高齢者や障がい者、子ども、親子を対象とした各種教室の開催を行っているほか、主に平成１７（２００

５）年に市町村合併した旧佐賀関町、旧野津原町の高齢者交流スペースとして利用されています。 
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○保健（福祉）センター・健康支援室 

地域住民の健康づくりの推進を目的に、地域に密着した保健福祉サービスを提供するための拠点として、

行政センター単位に設置しています。住民に身近できめ細やかな保健サービスを展開しています。 

  

○いきいき健康館 

   大分市や大分市が委託する関係団体などが実施する高齢者の健康増進、介護予防、生きがい対策に関す 

る事業等を行うための施設として利用されています。 

 

○市民活動・消費生活センター（ライフパル） 

ボランティア、ＮＰＯなどの市民活動を支援するとともに、消費生活に関する啓発、相談及び苦情処理を

行う施設であり、ＮＰＯ相談、ボランティア相談、消費生活相談などを実施しています。 

 

○旭町文化センター 

旭町文化センターは、大分市における唯一の隣保館です。同センターは、各種の教養文化教室や人権を考

える講演会などいろいろな活動を通じて、部落差別をはじめあらゆる人権問題に対する理解を深めてもら

うことを目的としたコミュニティセンターです。 

 

○旭町児童館 

主に小学生、就学前児童（就学前児童は保護者同伴）が健全な遊びを通して、健康を増進し、情操を豊か

にすることを目的とした施設です。年間を通してお楽しみ会やスポーツ大会等の各種行事を開催していま

す。 

 

○地域・学校連携施設 

新設の学校や全面改築の学校を対象に、学校と地域の連携を支えるため、学校敷地内に、地域の生涯学習

活動や地域コミュニティ活動などの拠点となる施設を整備しています。 
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Ⅱ これまでの取り組みと課題 
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Ⅱ これまでの取り組みと課題 

１ 第 4 期・第５次計画について 

令和元（2019）年度から令和５（2023）年度の 5 年間を計画期間とする

前計画では、以下の施策体系をもとに、各取り組みを推進するとともに「福祉協

力員（仮称）の配置・支援」「校（地）区社協活動の充実」「包括的な相談支援体

制の構築」の３つの重点的な取り組みを実施しました。 

 

施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 基本目標 施策の方向 取り組み

①地域福祉への意識の醸成

②地域での人権意識の啓発

③地域と学校の連携

①地域活動へのきっかけづくり

②交流の場づくりや交流促進への支援

③情報発信

①担い手の発掘・養成

②活動しやすい環境づくり

①市社協の体制強化

②住民相互の見守り支援活動の充実

③地域活動への支援

(3)専門・相談機関との協働にむけたネットワークづ
くり

①地域課題解決にむけた人材養成

①分かりやすい情報提供

②相談体制の充実

①顔の見える関係の構築

②生活困窮者への支援

①市役所の体制整備

②専門・相談機関の連携強化

①地域防災力の強化

②災害時における体制強化

①地域特性に応じた移動支援

②空き家等への対策

③安全・安心の環境整備

①成年後見制度の利用促進

②権利擁護への理解

(2)専門・相談機関同士の連携強化、ネットワークづ
くり

支
え
合

っ

て
　
共
に
生
き
る
　
み
ん
な
が
主
役
の
ま
ち
づ
く
り

1.地域のつながりをつくる

(1)地域づくりを我が事とする意識づくり

(2)住民が地域活動に参加しやすい環境づくり

(3)分野を横断する包括的な相談支援体制づくり

4.安全・安心をつくる

(1)災害に強いまちづくり

(2)安心して暮らせるための基盤づくり

(3)権利擁護の推進

3.地域課題を解決できる体
制をつくる

(1)困りごとをキャッチしやすい環境づくり

2.地域で支え合う体制をつ
くる

(1)地域福祉の担い手づくり

(2)住民が主体的に地域課題を把握して解決を試
みる体制づくり
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２ 計画の進捗状況 

重点的な取り組みについて 

①「福祉協力員（仮称）の配置・支援」 

○人材、役割についての関係団体から意見聴取および制度化 

校（地）区社協等から「福祉協力員（仮称）」の名称や役割についての意見聴

取を行い、「地域福祉の担い手づくりモデル事業」を実施し、既存の活動との関

連性を検討しました。 

 

〇既存の活動である小地域福祉ネットワーク活動や、地域福祉推進委員との関

連性の整理 

各校（地）区社協ごとに地域の実情や優先して解決すべき生活課題は異なって

おり、「福祉協力員（仮称）」と小地域福祉ネットワークや地域福祉推進委員との

関連性についても、地域ごとの違いを踏まえた整理が必要であることがわかり

ました。 

 

○既存のボランティア団体との連携強化 

サロン活動等の既存のボランティア団体との連携についても、各地域の実情

や優先課題を踏まえた関連性の検討が必要であることがわかりました。 

 

②「校（地）区社協活動の充実 

○校（地）区における話し合いの場づくりと、その場を通じた校（地）区社協活

動計画の策定支援 

校（地）区社協活動計画策定の支援及び計画に掲げた取り組みの推進支援を 

行いました。 

 

○市社協の組織力強化及び地域担当制の強化 

高齢者サロンのコーディネーターを配置し、新たに地域担当者を増員し強化

を図りました。 

 

○校（地）区社協活動計画策定にあたっては、地域の実情に応じて地域福祉活動

の担い手の育成支援に取り組む。 

地域福祉推進委員研修会、校（地）区社協情報交換会等を開催しお互いに知り

得た情報を今後の活動の参考としました。 
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③「包括的な相談支援体制の構築」 

○市の体制整備や専門人材の養成 

令和３年４月の改正社会福祉法により、各種機関同士の連携強化を目的とし

た属性を問わない相談支援などを一体的に実施する重層的支援体制整備事業が

創設されました。これにより、これまで培ってきた各分野の専門性をいかしなが

ら、対象者別の制度の壁を低くすることで、スムーズな連携を目指すことが推奨

され、本市においては、令和４年度から職員間での連携強化や専門職員研修等を

重ね、どこで相談を受けても各課が連携する総合的な相談体制の構築に取り組

みました。 

 

○地域福祉推進の中核を担う市社協への支援強化 

市社協に対して運営補助金などを通じた支援の強化を図りました。これによ

り、市社協の体制強化や地域福祉に従事する人的資源の確保が図られ、小地域福

祉ネットワーク事業などの継続実施や新たな事業展開につながりました。 

 

○民生委員・児童委員活動の負担軽減への検討 

 民生委員・児童委員庁内サポート体制のもと、民生委員・児童委員への支援を

継続するとともに、令和 4 年の一斉改選にあたり、退任者が新任者へ活動の引

継ぎ支援（同行訪問や助言等）を行う、新任民生委員・児童委員サポーター制度

を導入し、活動の負担軽減を図りました。 

 

今後の課題 

市役所 市社協 

包括的な相談支援体制の構築に向け、相

談を受け止める意識づくりや相談機関が連

携する体制整備などの取り組みを推進して

きました。 

しかし、複合的な課題を抱えた世帯や個

人に対する支援を円滑に行うためのネット

ワーク強化や、自ら支援につながることが

難しい潜在的な相談者への対応、社会との

つながり作りに向けた支援などが今後の課

題となっています。 

新しい計画ではこれまでの「包括的な相

談支援体制の構築」を発展的に事業展開し、

重層的支援体制整備事業を実施します。 

福祉協力員（仮称）の配置・支援につい

て、新たな計画では、名称や役割にこだわ

らず、地域課題に応じて柔軟に活動できる

担い手の確保を推進していきます。 

地域福祉活動への参加や活動に興味を持

つ住民の減少といった現状があり、地域の

状況にあわせて住民が参加できる場や活動

を創出することが課題となっています。 

新しい計画においては、校（地）区社協活動

の基盤となる小地域福祉ネットワーク活動

を充実し、担い手確保に向け、地域ニーズ

に対して効果的な取り組みを推進してまい

ります。 
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Ⅲ 計画に関連する取り組みについて 
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Ⅲ 計画に関連する取り組みについて 

１ 市役所と市社協の取り組み 

  施策の体系に沿って、市役所と市社協の取り組みを整理しています。 

また、「大分市重層的支援体制整備事業実施計画」「大分市成年後見制度利用促進基本計画」

「大分市再犯防止推進計画」に関する取り組みについても関連付けています。 

 

施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 基本目標 施策の方向 取り組み

（１）地域福祉活動への参加推進 ①地域福祉への意識の醸成

①地域課題解決にむけた人材養成

②担い手の発掘・養成

③活動しやすい環境づくり

（３）人権教育・啓発 ①地域での人権意識の啓発

①地域活動へのきっかけづくり

②地域と学校の連携

③交流の場づくりや交流促進への支援

④情報発信

①市社協の体制強化

②住民相互の見守り支援活動の充実

③地域活動への支援

①分かりやすい情報提供

②相談体制の充実

①顔の見える関係の構築

②生活困窮者への支援

③市役所の体制整備

④専門・相談機関の連携強化

①成年後見制度の利用促進

②権利擁護における体制強化

③再犯防止の推進

①地域特性に応じた移動支援

②空き家等への対策

③安全・安心の環境整備

④地域防災力の強化

（４）安心して暮らせるための基盤づくり

支
え
合

っ

て
　
共
に
生
き
る
　
ひ
と
が
主
役
の
ま
ち
づ
く
り

1.お互いに支え合うひとづくり （２）地域福祉に関する学びの機会充実

2.地域で支え合う場づくり

（１）地域住民の交流促進

（２）住民が地域活動に参加しやすい環境づくり

3.誰もが安心して暮らすための体制
づくり

（１）困りごとをキャッチしやすい環境づくり

（２）誰もが相談しやすい支援体制の整備

（３）権利擁護の推進
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施策の方向

（１）地域福祉活動への参加推進

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

1 大分市社会福祉大会

長年にわたり地域福祉の発展に尽力された方々を表彰するとと
もに、地域で社会福祉に携わる関係者が一堂に会し、より一層
総力を結集し、大分市の社会福祉の更なる充実を目指すことを
目的に開催します。

福祉保健課
市社協

ー ー ー

2
“社会を明るくする運動”作文コン
テスト

“社会を明るくする運動”作文コンテストの応募について、小
中学校に依頼します。

学校教育課 ー ー 〇

3 地域福祉活動の普及啓発

市社協の機関紙である「おおいた市社協だより」やホームペー
ジ、フェイスブックを用いて、住民の地域福祉活動への意識を
高めることを目的として、大分市内の地域福祉活動や市社協の
事業などを発信します。

市社協
（総務課）

ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

1.お互いに支え合うひとづくり ①地域福祉への意識の醸成
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施策の方向

（２）地域福祉に関する学びの機会充実

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

4 福祉副読本　「ふくしの心」
小学校5、6年生を対象として思いやりの心の醸成やボランティ
ア活動について考える福祉副読本「ふくしの心」を作成し、学
校教材として使用します。

福祉保健課
市社協

ー ー ー

5 福祉の心を育む教育の充実
各学校の実情に応じた福祉体験活動などにより、社会に奉仕す
る精神、思いやりの心を養うなど、福祉の心を育む教育の充実
に努めます。

学校教育課 ー ー ー

6 応急手当普及啓発事業
現場に居合わせた人が適切な応急手当を行えるように、普通救
命講習、上級救命講習、応急手当普及員講習などの救命講習を
開催します。

消防局
救急救命課

ー ー ー

7 隣保事業の充実

地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発並びに住民交流の拠
点となる開かれたコミュニティセンターとして、生活上の各種
相談や「暮らしの中の人権講座」「人権を考える講演会」を開
催するなど人権課題を解決するための各種事業を総合的に実施
します。

人権・同和対策課
（旭町文化セン
ター）

ー ー ー

8
児童生徒のボランティア活動への参
加

学校や地域社会の中で、ボランティア活動を積極的に行うこと
によって進んで他に奉仕し、共によりよい集団生活や社会生活
を築いていこうとする態度の育成を図ります。

学校教育課 ー ー ー

9 動物愛護マナーアップ推進事業
犬猫等の適正飼養・適正管理について、イベントやしつけ教
室、ホームページ等で広報・啓発を行うとともに、動物に関す
る問題に対しては、地域、関係部署と連携して取り組みます。

衛生課
（大分市動物愛護
センター）

ー ー ー

10 地域介護予防活動支援事業

介護予防活動を住民主体で地域に展開することを目指して、地
域ふれあいサロン事業や健康づくり運動教室等に対し、介護予
防に携わるボランティア等の人材育成や住民運営の通いの場の
支援を行います。

長寿福祉課 〇 ー ー

11 福祉教育支援事業
小中学校に出向き、「福祉学習プログラム」を活用した体験型
学習の支援を行います。

市社協
（地域福祉課） ー ー ー

12 施設ボランティア体験事業
福祉施設などで短期的にボランティア活動を体験してもらい、
ボランティア活動や地域福祉活動へのきっかけを提供します。

市社協
（地域福祉課） ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

1.お互いに支え合うひとづくり ①地域課題解決にむけた人材養成
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施策の方向

（２）地域福祉に関する学びの機会充実

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

13 ゲートキーパー養成研修
自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聞いて、必
要な支援につなぎ、見守る「ゲートキーパー」の養成を行いま
す。

保健予防課 ー ー ー

14
子ども会リーダー研修
子ども会育成指導者研修会

子ども会のリーダー等を対象とした研修会や、子どもたちの活
動を支援・指導するための実践力を養う子ども会育成指導者等
を対象とした研修会を１３地区公民館で行うことで、子ども会
を含む地域活動を支援します。

社会教育課 ー ー ー

15 大分市健康づくり運動指導者養成
市民の健康づくりの推進にむけて、高齢者が身近な場所で気軽
に健康づくり運動教室に参加できるように、市民健康づくり運
動指導者養成講座を開講し、運動指導者を養成します。

長寿福祉課 ー ー ー

16 地域コミュニティ創造事業

少子高齢化や人口減少が進む中で「地域コミュニティ」を持続
的に発展させていくためには、「人材の確保と育成」が重要で
あることから、住民の地域活動への関心を高めるとともに、地
域を牽引するリーダーの育成や担い手の確保を支援する事業を
展開します。

市民協働推進課 ー ー ー

17 認知症サポーター養成講座
認知症に理解ある地域づくりを目的として認知症についての出
前講座を開催します。

長寿福祉課 ー ー ー

18 地域福祉推進委員の養成
小地域福祉ネットワーク活動を推進するために、地域の支援者
や団体、多様な世代などとの「話し合いの場」の開催をすすめ
る人材として地域福祉推進委員の養成に取組みます。

市社協
（地域福祉課）

ー ー ー

19 地域福祉活動ボランティア育成事業
地域福祉活動を推進するため、ボランティア活動の活性化を図
り、養成講座等を通して、新たなボランティアの育成に取り組
みます。

市社協
（地域福祉課）

ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

1.お互いに支え合うひとづくり ②担い手の発掘・養成
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施策の方向

（２）地域福祉に関する学びの機会充実

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

20
ワーク・ライフ・バランスの推進に
向けた周知・啓発

ワーク・ライフ・バランスの推進に向け、市報・ホームページ
や広報紙を活用し、市民に対する周知・啓発を行います。

商工労政課 ー ー ー

21 自治会活性化推進事業

自治会相互の緊密な連携を図り、共通事項について調査研究を
するとともに、各自治会に対して必要な助言を行い、もって自
治会活動の円滑な運営並びに住民の福祉の向上及び地域社会の
発展に寄与するために設立された「大分市自治会連合会」の運
営を支援します。また、自治会の活動事例の共有や講習会等を
通して自治会運営のスキルアップを図ります。

市民協働推進課 ー ー ー

22 農林水産業への就業支援
本市で農林水産業に就業を希望する方に対して、就業相談の受
付、技術習得に必要な研修などを実施し、就業支援を行いま
す。

農政課
林業水産課

ー ー 〇

23 障がい者職場実習促進事業

企業への就職を目指す障がい者と、障がい者雇用に取り組もう
とする企業をマッチングする事業です。職場実習生を受け入れ
た企業及び実習生本人には、「障がい者職場実習促進奨励金」
を交付します。

商工労政課 ー ー 〇

24 高齢者の就労支援
高齢者の就労機会の確保を図り、社会参加を促進するととも
に、大分市シルバー人材センターに補助金を交付し、活動を支
援します。

商工労政課 ー ー 〇

25 若年者等就労応援事業
ヤングキャリアアドバイザー事業や各種講座の開催を通して、
若年者の就労を支援します。

商工労政課 ー ー 〇

26 青少年問題協議会

青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策樹立に
つき必要な事項を調査審議します。
青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の適切
な実施をするために必要な関係機関相互の連絡調整を図りま
す。

社会教育課 ー ー 〇

27 あなたが支える市民活動応援事業

ボランティア団体やNPO法人などの市民活動団体が自主的に行
う公益性の高い事業に対して、市民の届出（応援したい団体）
に応じた補助金を交付します。
届出をした方が前年度納付した個人市民税の１% 相当額を補助
金として活用する団体は、それぞれの活動分野ごとに特長ある
事業を実施します。

市民協働推進課 ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

1.お互いに支え合うひとづくり ③活動しやすい環境づくり
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施策の方向

（３）人権教育・啓発

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

28 人権学習
市内小中学生を対象に高齢者、障がい者、妊婦などの擬似体験
をしてもらうことで、こうした方々の立場に立って、思いやり
の心で考え、行動できるよう学習の機会を提供します。

人権・同和対策課
人権啓発センター
（ヒューレおおい
た）

ー ー ー

29 地域等における男女共同参画の推進
男女共同参画の推進にかかる広報・啓発を行うとともに「 男女
共生セミナー」や「男女共生講座（講師派遣）」において学習
の機会を提供します。

生活安全・男女共
同参画課（男女共
同参画センター）

ー ー ー

30 地区公民館における人権講座
全ての地区公民館で、「暮らしの中の人権講座」、「人権・同
和問題専門講座」を開催し、市民の人権意識の高揚を目指しま
す。

市民協働推進課 ー ー ー

31 地域における人権講座の開催支援
様々な学習機会を利用して地域に根ざした人権講座（懇談会）
への講師派遣や教材の提供を通じて、住民の人権・同和問題へ
の理解を深める活動をサポートします。

人権・同和教育課 ー ー ー

32
子育て支援・児童虐待防止啓発講演
会

児童虐待の発生予防や、早期発見· 早期対応の実現を目的に、
市民および子どもに関わる支援者にむけて講演会を開催しま
す。

子育て支援課 ー ー ー

33 人権教育・啓発

「市民一人ひとりが互いに人権を尊重し合い、共に生きる喜び
を実感できる地域社会の実現」を基本目標に、市民と行政が一
体となって、家庭・地域・学校・職場等あらゆる場における人
権教育・啓発を推進します。

人権・同和対策課
人権・同和教育課
社会教育課

ー ー 〇

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

1.お互いに支え合うひとづくり ①地域での人権意識の啓発
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施策の方向

（１）地域住民の交流促進

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

34 市民いっせいごみ拾い
「日本一きれいなまちづくり」運動の一環として、自治会単位
での清掃活動を市内全域でいっせいに実施します。

市民協働推進課 ー ー ー

35 ノーマライゼーション推進事業
共生社会の実現を目指すノーマライゼーションの理念に基づ
き、障がい者等の社会参加の促進をはじめとした、官民一体と
なった取り組みを通じて共生社会の実現を図ります。

障害福祉課 ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

2.地域で支え合う場づくり ①地域活動へのきっかけづくり
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施策の方向

（１）地域住民の交流促進

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

36 放課後児童クラブ事業
就労などにより保護者が昼間家庭にいない小学校の児童を対象
として、放課後に適切な遊びや生活の場を提供します。

子育て支援課 ー ー ー

37 オープンスクール
オープンスクールなどの実施により、地域に根ざした開かれた
学校づくり、信頼される学校づくりに努めます。

学校教育課 ー ー ー

38
学校運営協議会制度
学校評議員制度

学校運営協議会制度や学校評議員制度を活用し、住民及び保護
者などの学校運営への参画を進めることにより、学校と住民な
どとの信頼関係を深め、共に児童生徒の豊かな学びと育ちの創
造に努めます。

学校教育課 ー ー ー

39
大分市地域コーディネータ設置事
業

幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや
成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」に取り
組みます。

社会教育課 ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

2.地域で支え合う場づくり ②地域と学校の連携
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施策の方向

（１）地域住民の交流促進

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

40
校区公民館、自治公民館等建設費・
運営費補助金

校区公民館や自治公民館などの建設費や運営費を補助し、地域
活動への支援を行います。

市民協働推進課 ー ー ー

41
おおいたふれあい学びの広場推進事
業

住民や団体・グループなどが、自己の学習成果や経験を活かし
て、子どもの体験活動を中核とした事業に取り組み、地域で子
どもの体験活動を支えていこうとする体制づくりを推進しま
す。

社会教育課 ー ー ー

42 民生委員・児童委員活動への支援
民生委員・児童委員が地域で円滑に活動することができるよ
う、活動費の支給や、活動に関する様々な研修を実施します。

福祉保健課 ー ー ー

43
障がい者就労ピアサポートサロンお
おいた事業

就労を希望する障がい者や現在就職している障がい者の交流·
情報交換の場を設けます。

障害福祉課 ー ー ー

44 認知症カフェへの支援
認知症カフェ関係団体の情報共有や横のつながりづくりを目的
とした研修会を開催します。また、新規開設時などに運営費の
補助を行います。

長寿福祉課 ー ー ー

45 大分市食生活改善推進員活動事業
子どもから高齢者まで様々な世代を対象にした料理教室等を地
区公民館などで開催し、食生活の改善を中心とした健康づくり
や食育の普及啓発活動に取り組みます。

健康課 ー ー ー

46 地域生活支援事業
障がい者が地域で様々な活動に参加し、安心して生活できるよ
う障がい福祉サービスや施設整備などハード・ソフト両面にお
ける環境整備に努めます。

障害福祉課 〇 〇 ー

47 ふれあい・いきいきサロン
住民同士の交流のきっかけづくりとして、住民の方々とともに
交流の場づくりに取り組みます。

市社協
（地域福祉課）

ー ー ー

48 参加支援事業

従来の高齢者、障がい者、子育て中の者といった対象者、属性
ごとにつくられた事業では対応できない人のために、本人やそ
の世帯のニーズを把握し、支援ニーズに合うよう、既存の社会
資源の拡充を図り、マッチングなどを行います。

福祉保健課
市社協

〇 ー 〇

49 大分市地域ふれあいサロン事業
地域住民のつながりづくりや仲間づくり、孤立・閉じこもりの
防止、介護予防を目的に、地域の高齢者が集まる場であるサロ
ンへの活動支援を行います。

長寿福祉課
市社協

ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

2.地域で支え合う場づくり ③交流の場づくりや交流促進への支援
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施策の方向

（１）地域住民の交流促進

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

50
生涯学習ポータルサイト「まなびの
ガイド」

市民の生涯学習を支援するために、大分市内１３地区公民館な
どの社会教育施設の情報や教室・講座、サークル、生涯学習指
導者などに関する情報を提供します。

社会教育課 ー ー ー

51 地域の支え合い活動事例の紹介
地域の支え合い活動の好事例や、活動の中心となっている地域
リーダーの情報を収集し、市ホームページに掲載します。

福祉保健課 ー ー ー

52
大分市地域コミュニティネットの運
営

誰もが簡単にホームページを作成して地域情報などを発信でき
るツールです。公民館や地域で活動する団体が自らの手で、イ
ベントや講座などの地域行事、団体の活動状況などの情報を紹
介する場を提供します。

情報政策課 ー ー ー

53
“社会を明るくする運動”等の周
知・啓発

毎年７月に全国展開される“社会を明るくする運動”強調月間
において、ホームページへの掲載等により、この運動について
周知・啓発をします。また、大分保護区保護司会等の更生保護
団体等が取り組む様々な活動の周知・啓発を支援します。

福祉保健課 ー ー 〇

54 大分市健康推進員地域活動事業

地域のイベントなどで健康に関する情報発信を行ったり、市民
健診、保健所事業の啓発や参加勧奨などを行っています。ま
た、活動を通じて得た住民の声や、健康課題を市役所に伝え、
地域と行政のパイプ役となっています。

健康課 ー ー ー

55 保護司活動に関する情報発信
市報やホームページ等により、保護司活動に関する情報発信を
推進します。

福祉保健課 ー ー 〇

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

2.地域で支え合う場づくり ④情報発信
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施策の方向

（２）住民が地域活動に参加しやすい環境づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

56 市社協への支援強化
社会福祉法の規定に基づき地域福祉推進の中核を担う市社協
へ、運営補助金などを通じた支援の強化を図ります。

福祉保健課 ー ー ー

57 市社協の組織力強化
地域福祉推進の中核的な役割を担うため、事務所機能の強化を
図り、職員が地域に出向きやすい体制強化に取り組みます。

市社協
（地域福祉課）

ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

2.地域で支え合う場づくり ①市社協の体制強化
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施策の方向

（２）住民が地域活動に参加しやすい環境づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

58
高齢者ファミリー・サポート・セン
ター事業

食事の準備や部屋の掃除、ごみの搬出などを行ってほしい65歳
以上の高齢者（依頼会員）の依頼に応じて、それを支援するこ
とができる人（援助会員）を紹介することで、高齢者の在宅支
援を行います。

長寿福祉課 ー ー ー

59
子育てファミリー・サポート・セン
ター事業

保育所や放課後児童クラブへの送迎など一時的に子どもを預
かってほしい人（依頼会員）の依頼に応じて、育児の手助けが
できる人（援助会員）を紹介することで、子育て中の家庭を応
援します。

子育て支援課 ー ー ー

60 大分あんしんみまもりネットワーク

認知症などにより外出時、道に迷うおそれのある高齢者の情報
を事前にネットワークに登録し、高齢者が行方不明になった場
合に、企業・団体・行政が一体となって捜索に協力し、早期発
見につなげられるよう支援します。

長寿福祉課 ー ー ー

61 青少年の健全育成活動
大分市青少年健全育成連絡協議会と連携し、すこやか大分っ子
サポートパトロール等を通じた子どもの安全確保や有害環境の
浄化活動等を推進し、青少年の健全育成を図ります。

社会教育課 ー ー 〇

62 小地域福祉ネットワーク活動事業
住民同士の「見守り・話し合い・助け合い」の活動を促進し、
困りごとに気づき合い助け合える地域づくりを支援します。

市社協
（地域福祉課）

ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

2.地域で支え合う場づくり ②住民相互の見守り支援活動の充実
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施策の方向

（２）住民が地域活動に参加しやすい環境づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

63 生活支援体制整備事業

高齢者の生活支援や社会参加を踏まえた、住民同士の助け合い
活動等が広がることを目的に、住民などに対する働きかけや活
動支援を行う「生活支援コーディネーター」を配置し、校
（地）区社協ごとに、話し合いの場（協議体）づくりを支援し
ます。

長寿福祉課
市社協

〇 ー ー

64 地域づくり交付金事業

概ね小学校区を活動範囲とし、様々な団体から組織される「ま
ちづくり協議会」が自主的かつ自立的に行う、地域の課題解決
や活性化を図る取り組みに対して、既存の補助金などをひとつ
にまとめ、地域の実情に応じた活用ができる地域づくり交付金
を交付します。

市民協働推進課 ー ー ー

65 大分保護区保護司会の活動の支援
犯罪・非行の防止活動等に取り組んでいる大分保護区保護司会
に対し補助金を交付し、その活動を支援します。

福祉保健課 ー ー 〇

66 地域コミュニティ子育て応援事業
地域社会で子育てを支援するため、子どもと保護者が気軽に集
い、ともに遊び、学び、相談できる場の提供を行う地域の団体
に対し活動費の助成を行います。

子育て支援課 ー ー ー

67
更生保護サポートセンターの設置場
所及び保護司の面接場所の提供

大分保護区保護司会の活動拠点となる更生保護サポートセン
ターの設置場所を提供するほか、保護司が自宅以外で面接でき
る場所として、地区公民館の一室を無料で貸し出します。

福祉保健課
市民協働推進課

ー ー 〇

68 ボランティア活動支援事業
ボランティア活動の普及啓発や、ボランティアが安心して活動
できるための保険加入制度の紹介、手続き及び活動助成金の交
付などを行います。

市社協
（地域福祉課） ー ー ー

69 校（地）区社協活動の充実

校（地）区社協ごとに、地域の状況や課題に対して、それぞれの活動者の対
応状況などを共有する話し合いの場づくりと、この場を活用した校（地）区社
協地域福祉活動計画の策定促進及び計画の実施を支援するとともに住民同
士のつながりをつくる取組を活用して新たな担い手の参加を促進します。

市社協
（地域福祉課）

ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

2.地域で支え合う場づくり ③地域活動への支援
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施策の方向

（１）困りごとをキャッチしやすい環境づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

70 大分市人材バンク管理運営
生涯学習指導者やボランティアグループ、NPO 法人など幅広い
知識や経験を有する人材情報を広く市民の皆様に分かりやすく
大分市人材バンクのホームページに掲載します。

生活安全・男女共
同参画課（ライフ
パル）

ー ー ー

71 休日・夜間当番医などの広報
「市報おおいた」や市ホームページに休日・夜間当番医、相談
窓口の一覧、在宅医療と介護に関する資源マップなどを掲載
し、広報を行います。

保健総務課 ー ー ー

72
相談窓口一覧「その悩み抱え込まず
に相談を」の普及

各種専門窓口の情報を掲載したチラシなどの媒体を作成し、対
象に応じて効果的に配布します。

保健予防課 ー ー ー

73 「市報おおいた」などによる広報
「市報おおいた」や市ホームページにて、児童虐待・子育て相
談、女性の問題に対する相談窓口の広報を行います。

広聴広報課 ー ー ー

74 勤労者応援窓口一覧の広報
「市報おおいた」や市ホームページにて、求職者・勤労者支援
に関する相談窓口の広報を行います。

商工労政課 ー ー ー

75
住宅確保要配慮者への住まいの情報
提供

居住支援法人との連携等住宅セーフティーネット制度による住
まいの確保、高齢者や障がい者、更生保護対象者などの住宅確
保に特に配慮を要する方の居住の安定確保を推進します。

住宅課 ー ー 〇

76 大分市の福祉と保健
市ホームページに福祉保健行政のさまざまな情報を掲載し、広
報を行います。

福祉保健課 ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ①分かりやすい情報提供
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施策の方向

（１）困りごとをキャッチしやすい環境づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

77
身体障害者相談員
知的障害者相談員

身体障がい者および知的障がい者の更生援護の相談に応じると
ともに、関係機関の業務に対する協力を行います。

障害福祉課 ー ー ー

78 地域包括支援センター
高齢者の総合相談窓口として、専門的な支援を行うとともに、
介護・福祉・保健・医療の関係者や住民とともに地域のネット
ワークを構築し、地域包括ケアシステムの推進を図ります。

長寿福祉課 〇 〇 〇

79 大分市障がい者相談支援センター

障がい者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障がい者
が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう様々な支援を
切れ目なく提供できる仕組みを構築するため、地域支援のため
の拠点の整備や、地域の事業者が機能を分担して多面的な支援
を行う体制などの整備を推進します。

障害福祉課
市社協

〇 〇 〇

80
乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん訪問）

生後4カ月までの赤ちゃんがいる全世帯に保健師や助産師、看護
師などが訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育てに関する情
報提供や、各種専門機関の紹介などの支援を行います。

健康課 ー ー ー

81 健康相談窓口
中央保健センター、東部・西部保健福祉センター、5箇所の健康
支援室にて心身の健康や妊娠・出産・子育てに関する相談窓口
を開設します。

健康課 ー ー ー

82 精神保健福祉相談
心の悩みや不安があるなど、心の健康に関する相談に応じて、
関係機関と連携を図り、適切な支援を行います。

保健予防課 ー ー 〇

83 市民相談
知的障がい、聴覚障がいなどに関する相談日を設け、必要に応
じて各種専門機関を紹介します。

広聴広報課
（市民相談室）

ー ー ー

84 子ども家庭支援センター

子どもの虐待通告機関であるとともに、子育ての心配や悩み事
など、子どもに関するあらゆる相談を受け、相談内容に応じ
て、利用できるサービスの紹介やカウンセリングを行います。
また、配偶者暴力相談支援センターを開設し、DV 被害者の相談
を受け、支援を行います。

子育て支援課 ー ー 〇

85 地域子育て支援拠点事業

市内11 箇所にこどもルームを設置し、子育て家庭の交流を行う
とともに、地域子育て支援室において、子育て教室を実施する
ことにより、子育て家庭に適切な情報の提供や援助を行なった
り、子育てサークルの育成・支援などを行っています。

子育て支援課 〇 ー ー

86
ひとり親家庭等の母子・父子相談窓
口

母子・父子自立支援員が、子育て、生活支援、就業支援、養育
費確保支援など、ひとり親家庭等に対する総合支援のための相
談に応じます。

子育て支援課 ー ー 〇

87
【子育て世代包括支援事業】
ファミリーパートナー

市民が身近に利用する市内11カ所のこどもルームをファミリー
パートナーが巡回し、利用者の個別のニーズに応じた情報の提
供や相談に応じます。

子育て支援課 〇 ー 〇

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ②相談体制の充実
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施策の方向

（１）困りごとをキャッチしやすい環境づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

88
【子育て世代包括支援事業】
保育コンシェルジュ

保育サービスに関する相談対応を行うとともに、地域における
幼児教育・保育施設や各種保育サービスに関する情報提供、利
用に向けての相談対応などを行います。

子ども入園課 〇 ー 〇

89 専門家による教育相談
小中学校等にスクールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カーを配置し、様々な悩みを抱える児童生徒及び保護者に対し
て適切に相談支援を行います。

大分市教育セン
ター
学校教育課

ー ー 〇

90
アウトリーチ等を通じた継続的支援
事業

支援関係機関等との連携や地域住民とのつながりを構築する中
で、複数分野にまたがる複合化・複雑化した課題を抱えている
ために必要な支援が届いていない人を把握したうえで、本人と
直接対面するなど、信頼関係に基づくつながりを形成します。

福祉保健課
市社協

〇 〇 〇

91 意思疎通支援事業
聴覚障がい者等に対し、意思疎通を支援するため手話通訳者・
要約筆記者等を派遣します。

障害福祉課 ー ー ー

92
（仮称）生活困窮者支援等のための
地域づくり事業

地域におけるつながりの中で、住民が持つ多様なニーズや生活
課題に柔軟に対応できるよう、身近な地域における共助の取り
組みを活性化させ、地域福祉の推進を図ります。

生活福祉課 〇 ー 〇

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ②相談体制の充実
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施策の方向

（２）誰もが相談しやすい支援体制の整備

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

93 高齢者虐待防止ネットワーク事業
事例検討、虐待事例に対する早期発見、対応、市民周知、広報
などのネットワークづくりを行います。

長寿福祉課 ー ー ー

94 地域ネットワーク会議
地域包括支援センターが、地域の代表者や関係機関と地域課題
を共有する中で、解決にむけた協議を行い、地域のネットワー
ク構築を図ります。

長寿福祉課 ー ー ー

95 大南地域ネットワーク会議
支所や公民館、健康支援室、子どもルーム、地域包括支援セン
ターの職員が３か月に１回程度連絡会を開催し、情報共有や課
題対策の検討を行います。

大南支所 ー ー ー

96 要保護児童対策地域協議会

医師会、弁護士会、民生委員児童委員協議会、公立小中学校、
警察などを構成機関とし、保護・支援を要する全ての子どもお
よびその保護者などへの適切な支援を図るために必要な情報交
換を行うとともに、支援の内容を協議します。

子育て支援課 ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ①顔の見える関係の構築
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施策の方向

（２）誰もが相談しやすい支援体制の整備

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

97 生活困窮者自立支援事業

就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情に
より、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することが
できなくなるおそれのある生活困窮者に対して、他の専門機関
と連携して、その方の自立にむけた支援を行います。

生活福祉課
市社協

ー ー 〇

98 子どもの貧困対策
「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づき、関係課と
の連携のもと、子どもの貧困対策を総合的に推進します。

子ども企画課
生活福祉課
学校教育課

ー ー ー

99
自立相談支援（生活困窮者自立支援
事業）

生活にお困りの方からの相談に応じ、必要な情報提供及び助言
を行うとともに、当該相談者の自立の促進を図るための支援計
画の作成や関係機関との連絡調整等を行います。

生活福祉課
市社協

〇 〇 〇

100
就労準備支援（生活困窮者自立支援
事業及び生活保護制度）

直ちに就職が困難な方に対して、生活習慣の確立、社会参加能
力の形成、就労体験、履歴書の書き方などの支援を行うことに
より、一般就労に従事する準備としての基礎能力を形成しま
す。

生活福祉課 ー ー 〇

101
就労支援プログラム（生活保護制
度）

ハローワークへの同行訪問、就労開始後のフォロー等就労支援
プログラムを中心に生活保護受給者への自立支援を行います。

生活福祉課 ー ー 〇

102 生活保護受給者等就労自立促進事業

本市と大分労働局が一体的に行う事業で、本市の就労支援員と
ハローワークの就職支援ナビゲーターがチームを組んで、生活
保護や児童扶養手当を受給されている方、生活困窮者等の就労
支援を行います。

生活福祉課
子育て支援課
市社協

ー ー 〇

103 市営住宅等での受け入れ
住宅・福祉部局間の連携により、住宅に困窮する方へ随時入居
が可能な市営住宅等の情報提供を行います。

住宅課 ー ー 〇

104
住居確保給付金の支給（生活困窮者
自立支援事業）

離職等で経済的に困窮し、住宅を失った方、又は失うおそれが
ある方に対して、家賃相当分の住居確保給付金を支給（有期）
することにより、安定した住宅確保と就労による自立に向けた
支援を行います。

生活福祉課
市社協

ー ー 〇

105 生活保護
病気や失業その他の事情により生活できなくなった人に対し、
自立できるまでの間、最低限度の生活を保障し、自立を援助し
ます。

生活福祉課 ー ー 〇

106 子どもの学習支援事業
家庭環境に左右されず、子どもの学習機会が保障されるよう、
生活保護世帯と就学援助受給世帯の中学生を対象に、学習塾に
係る費用の一部を助成して学力向上の支援を行います。

生活福祉課 ー ー 〇

107 就学援助制度
経済的理由により子どもを小・中学校及び義務教育学校に就学
させることが困難な保護者に対し、就学に必要な費用の一部を
援助します。

学校教育課 ー ー 〇

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ②生活困窮者への支援
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施策の方向

（２）誰もが相談しやすい支援体制の整備

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

108 奨学金制度
学業人物ともに優秀で、かつ、経済的理由により修学困難な人
に対し資金を給付、又は貸与します。

学校教育課 ー ー 〇

109
家計改善支援（生活困窮者自立支援
事業）

家計に問題を抱え、経済的に困窮する方からの相談に応じ、家
計に関するアセスメントを行い、家計の状況を「見える化」
し、家計再生の計画・家計に関する個別のプランを作成し、家
計管理の意欲を引き出すための支援を行います。

生活福祉課 ー ー 〇

110 生活福祉資金貸付事業
低所得世帯の経済的自立及び生活意欲の助長促進などを目的
に、資金の貸付と必要な援助指導を行います。

市社協
（生活支援課）

ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ②生活困窮者への支援
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施策の方向

（２）誰もが相談しやすい支援体制の整備

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

111 地域協議会の設置

社会福祉法人が社会福祉充実計画を作成し、その中で地域公益
事業を行う場合、学識経験者、福祉関係者、民生委員・児童委
員などの地域福祉に携わる関係者が参画する協議会にて意見聴
取を行う必要があることから、策定委員会を地域協議会として
位置づけ、必要に応じて開催します。

福祉保健課
指導監査課
長寿福祉課
障害福祉課
保育・幼児教育課

ー ー ー

112
大分市児童虐待問題等特別対策チー
ム

複雑化、多様化する児童虐待問題などについて、総合的な対応
を図るため、市役所内に大分市児童虐待問題等特別対策チーム
を設置し、関係各課で連携して支援を行います。

子育て支援課 ー ー ー

113 DV相談庁内連絡会議
DV被害者の支援に関し、庁内の関係部署が相互に連携し、DV
被害者への的確な支援を行うため、DV 相談窓口及びDV 被害者
支援関係部署による庁内連絡会議及び研修を行います。

子育て支援課 ー ー ー

114 犯罪被害者等支援事業

犯罪などにより被害を受けた者及びその家族又は遺族が、その
受けた被害を回復、又は軽減し、再び平穏な生活を営むことが
できるよう、総合的相談窓口として、犯罪被害者などからの相
談や問い合わせに対応するとともに、関係各課と連携し、市が
所管する福祉制度などの各種支援を実施します。

生活安全・男女共
同参画課

ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ③市役所の体制整備
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施策の方向

（２）誰もが相談しやすい支援体制の整備

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

115
大分市民生委員児童委員庁内サポー
ト体制

民生委員・児童委員が地域で円滑かつ効果的に活動を行うため
に、関係課に支援担当者を配置し、困難事例などへの早急な対
応を行うとともに、民生委員・児童委員活動の環境整備などへ
の検討のために、民生委員児童委員庁内サポート会議のもと、
庁内連携で支援を行います。

福祉保健課 ー ー ー

116
【子育て世代包括支援事業】
パパママほっと相談コーナー

妊娠届出等の機会に得た情報をもとに、助産師等が妊娠・出
産・子育てに関する相談に応じ、地域の関係機関や関係課と連
携し切れ目のない支援を行います。

健康課 〇 ー 〇

117 多機関協働事業

支援関係機関等からつながれた、複雑化・複合化した支援ニー
ズを有する事例等に対して、支援関係機関の抱える課題の把
握、役割分担、支援の方向性の整理といった事例全体の調整機
能を果たすなど、主に支援者の支援を行ないます。

福祉保健課 〇 ー 〇

118 出産・子育て応援給付金事業

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができるよ
う、妊娠届出時や妊娠8か月頃、産後4か月頃までの乳児家庭全
戸訪問時等に妊婦や養育者にアンケートや面談を実施し、妊娠
期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、必要な
ニーズに即した支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図るとと
もに、妊娠および出生の届出を行った妊産婦等に対し、出産育
児関連用品の購入や子育て支援サービスの利用負担軽減を図る
経済的支援（計10万円）を一体的に実施します。

健康課 ー ー ー

119
大分市子育て世帯・ヤングケアラー
等訪問支援事業

家事・育児などに対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産
婦・多胎児・ヤングケアラー等がいる家庭をヘルパーが訪問し
て、家事・育児を支援します。

子育て支援課 ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ④専門・相談機関の連携強化
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施策の方向

（３）権利擁護の推進

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

120 成年後見制度普及啓発事業
私的自治尊重の観点から本人の意思表示に基づく制度利用とな
るよう講演会やパンフレットの配布等の普及啓発を行い、より
多くの方が制度のメリットを受けられるよう取り組みます。

長寿福祉課
障害福祉課
（市社協）

ー 〇 ー

121
成年後見制度利用支援事業
（市民後見人の育成）

地域住民による本人に寄り添った適切な後見人等の選任の必要
性や担い手の確保も含め、市民後見人の養成に取り組みます。

長寿福祉課
障害福祉課
市社協

ー 〇 ー

122
成年後見制度利用支援事業
（利用促進）

地域連携ネットワークの機能を有効活用し、適切な市長申立の
実施に努めるとともに、報酬助成制度の対象者拡大や申立て費
用に関する助成並びに住所地特例の範囲拡大など、成年後見制
度の利用促進に努めます。

長寿福祉課
障害福祉課
市社協

ー 〇 ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ①成年後見制度の利用促進
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施策の方向

（３）権利擁護の推進

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

123 大分市成年後見センター

成年後見の利用促進を図ることにより、認知症や知的障がい、
精神障がいなどにより、判断能力が十分でない方が、成年後見
制度を適切に利用できる仕組みづくりをすすめるとともに、市
民が後見業務の新たな担い手として活躍できるよう支援しま
す。

長寿福祉課
障害福祉課
市社協

ー 〇 ー

124 高齢者虐待防止事業
地域包括支援センターなどで構成する高齢者虐待防止ネット
ワークの活動を通じて、高齢者虐待の未然防止、早期発見、迅
速かつ適切な対応、普及啓発活動を行います。

長寿福祉課 ー ー ー

125 大分市障がい者虐待防止センター
障がい者虐待の防止や養護者に対する支援、啓発活動などを行
います。

障害福祉課 ー 〇 ー

126 DV防止啓発講演会
DVの現状や、DVが与える影響を正しく知ることで、DVの防止
や暴力のない社会の実現に向けて、市民や支援者に向けて講演
会を開催します。

子育て支援課 ー ー ー

127 障害者差別解消法関連事業

障がいのある人もない人も分け隔てなく、お互いに人格と個性
を尊重しあいながら共生できる社会をつくることを目的とした
障害者差別解消法の趣旨に基づき、国や県・市町村などの行政
機関や民間事業者が、障がいを理由とした差別をなくすための
措置を実施します。

障害福祉課 ー ー ー

128
権利擁護支援の地域連携ネットワー
クと大分市成年後見センター（中核
機関）の運営

権利擁護支援の各場面において、相談支援の適切な機能に努め
るとともに、機能強化の視点も視野に取り組みます。

長寿福祉課
障害福祉課
市社協

ー 〇 ー

129 日常生活自立支援事業
認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者などで判断能力、
理解力などに不安がある方についての福祉サービスの利用援助
や金銭管理などを支援します。

市社協
（生活支援課）

ー 〇 ー

130 やすらぎ生活支援事業
頼れる身寄りのない方が地域で安心して暮らすことができるこ
とを目的に入院時や施設入所時などの緊急時や物忘れが出た時
に必要な支援を行います。

市社協
（生活支援課）

ー 〇 ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ②権利擁護における体制強化
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施策の方向

（３）権利擁護の推進

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

131 共同生活援助の利用支援
障がいがある人が地域において自立した生活を送ることができ
るよう、共同生活を営む住居において、相談、入浴、排泄また
は食事など日常生活上の援助を行います。

障害福祉課 ー ー 〇

132 犯罪をした人等への社会復帰の支援
「再犯の防止等の推進に関する法律」に基づき、保健医療· 福
祉等の支援を必要とする犯罪をした人等に対してそれらの支援
を行い、社会復帰を支えます。

福祉保健課 ー ー 〇

133 協力雇用主への支援
公共工事の競争入札参加資格審査において、協力雇用主に対す
る優遇措置を行うことにより、協力雇用主に対して支援を行い
ます。

契約監理課 ー ー 〇

134 農福連携
福祉・農業部局が連携することにより、農業分野における障が
い者の就労支援などを行います。

障害福祉課
生産振興課

ー ー 〇

135 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動

薬物乱用による弊害について市民が正しく理解し、薬物乱用の
ない社会環境づくりの構築のために、ホームページ及び市報等
への掲載により「ダメ。ゼッタイ。」普及運動について周知し
ます。

保健総務課 ー ー 〇

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ③再犯防止の推進
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施策の方向

（４）安心して暮らせるための基盤づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

136 長寿応援バス事業
気軽に外出することができる環境をつくり、健康の維持増進や
積極的な社会参加を図るため、高齢者が市内の一般路線バスを
利用する際の支援を行います。

長寿福祉課 ー ー ー

137 生活交通路線維持支援事業

バス路線の一部もしくは全部の区間の休廃止が計画されてい
る、または既に休廃止された地域において、バス路線の維持や
復活を行うため主導的に運行の赤字分を負担する自治会等に対
して、負担額の一部を補助します。

都市交通対策課 ー ー ー

138 ふれあい交通運行事業

公共交通機関の利用が不便な地域において、最寄りの路線バス
停留所まで乗合タクシーを運行し、住民の日常生活における移
動手段を確保するとともにバス利用の促進を図ります。また、
接続するバス停に上屋やベンチを設置し、待合環境の改善に取
り組みます。

都市交通対策課 ー ー ー

139 コミュニティバス導入地域支援事業

公共交通機関の利用が不便な地域や、坂道が多いなどの地形的
な理由から移動することが困難な高齢者等が多数居住する地域
の自治会等が、住民の日常生活における移動手段の確保を図る
ために行う事業に対して、運行経費の一部を補助します。

都市交通対策課 ー ー ー

140 路線バス代替交通運行事業
路線バスの一部運行ルートが廃止となった野津原地域および滝
尾地域において、地域住民の移動手段を確保するため、定員９
名のジャンボタクシーによる代替交通を運行します。

都市交通対策課 ー ー ー

141 新たなモビリティサービス事業
高齢者等の移動困難者支援や過疎地域における移動手段の確保
など、地域公共交通が抱える課題解決に向けた取り組みとし
て、グリーンスローモビリティを運行します。

都市交通対策課 ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ①地域特性に応じた移動支援

62



施策の方向

（４）安心して暮らせるための基盤づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

142 老朽危険空き家等除去促進事業

管理不全な状態で放置された老朽危険空き家の増加に伴い、居
住環境の悪化が懸念されています。
このような空き家の除却を推進するため、除却費用の一部を補
助します。

住宅課 ー ー ー

143 空家等改修支援事業

長期にわたって使用されていない空家等の利活用を促進するた
め、空家等を改修（改築又は増築を含む。）して「大分市住み
替え情報バンク」に登録した場合や地域活性化に資する福祉·
文化用途の施設などに転換した場合に、改修にかかった経費の
一部補助を行います。

住宅課 ー ー ー

144 空家等相談会
適切な管理がされず老朽化した空家等の所有者に対して、管理
不全の解消を促進するため、空家等の管理に関する情報や除却
補助などの支援策を提供します。

住宅課 ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ②空き家等への対策
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施策の方向

（４）安心して暮らせるための基盤づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

145 避難行動要支援者対策事業
地域内での避難行動要支援者の情報共有を進め、災害時に自主
防災組織において避難支援が行える体制づくりを促進します。

福祉保健課 ー ー ー

146 福祉避難所の設置

市内の福祉施設などと協定を締結し、学校の体育館などの指定
避難所では避難生活が困難な高齢者や障がい者など（要配慮
者）のための二次的な避難所として設置することで、要配慮者
の円滑な避難を支援します。

長寿福祉課
障害福祉課

ー ー ー

147
災害ボランティア活動支援体制整備
事業

大規模災害時におけるボランティア活動が円滑・効果的に推進
できるよう、研修を行い、人材の登録を進めます。また、市役
所と連携を図るなか、災害ボランティアセンターの運営にむけ
た体制整備を促進します。

指導監査課
市社協

ー ー ー

148
防犯灯設置・管理費補助金
防犯灯維持費補助金

犯罪防止や交通安全のため市内の各自治会、PTA などの団体が
設置· 管理する防犯灯に補助金を交付します。

生活安全・男女共
同参画課

ー ー ー

149
大分市バリアフリーマスタープラン
及び基本構想によるバリアフリー化
の推進

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一
部を改正する法律」（改正バリアフリー法）に基づき、施設や
道路の総合的・ 一体的なバリアフリー化に加えて、「心のバリ
アフリー」を推進します。

まちなみ企画課 ー ー ー

150 中央補導活動
大分市青少年補導員連絡協議会と連携し、気になる行動への声
掛けや商業施設からの情報収集を積極的に行い、子どもの非行
防止に取り組みます。

社会教育課 ー ー 〇

151
大分市医療的ケア児者非常用発電装
置等整備事業

在宅で医療的ケアが必要な方に対して、災害時にも必要となる
医療機器の電源を確保するため、非常用発電装置等の購入費に
かかる費用の全部又は一部について助成します。

障害福祉課 ー ー ー

152 消費者啓発講座
消費者が悪質商法をはじめとする様々な消費者トラブルに巻き
込まれないようにするため、「消費生活教室」や「消費生活セ
ミナー」などの啓発講座を開催します。

生活安全・男女共
同参画課（ライフ
パル）

ー ー ー

153
高齢者等世帯に対するごみ出し支援
事業

家庭ごみを所定のごみステーションまで搬出することが困難な
高齢者、障がい者等の世帯を対象に、自宅の玄関先などに直接
収集に伺います。

清掃業務課 ー ー ー

154 音楽指導員派遣事業
地域や施設· 病院などに出向き、音楽を通じた生きがいづく
り、心身の健康づくり、仲間づくりの促進を行います。

市社協
地域福祉課

ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ③安全・安心の環境整備
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施策の方向

（４）安心して暮らせるための基盤づくり

番号 事業名 取組（事業）の概要 担当課 重層事業成年後見再犯防止

155 地域防災・避難訓練の開催支援
自主防災組織からの要望に基づき、防災講話の実施や防災訓練
の指導を行います。

防災危機管理課 ー ー ー

156
大分市自主防災組織活動事業費補助
金

自主防災組織の活動を支援するため、訓練に係る経費や、備蓄
物資の購入経費を補助するとともに、自主防災組織における要
配慮者への支援体制の構築を促進するため、訪問活動などへの
活動費も補助します。

防災危機管理課
福祉保健課

ー ー ー

157
大分市防災士協議会活動事業費補助
金

地域の防災リーダーとして活動する防災士同士の連携やその活
動を支援することにより地域防災力の向上を図るため、防災士
が校区単位で協議会を設立し、研修などを行う場合に、その経
費を補助します。

防災危機管理課 ー ー ー

158 大分市消防団活性化事業
地域防災力の向上に欠かせない消防団員を充足させるため、や
りがいと魅力のある組織づくりを目指します。

消防局総務課 ー ー ー

159 地域防災活性化事業
防災学習車等を活用して、地域において幅広い世代への訓練指
導を行い、地域防災力の強化を図ります。

消防局総務課 ー ー ー

取り組み（事業）一覧

基本目標 取り組み

3.誰もが安心して暮らすための体制づくり ④地域防災力の強化
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